
歯科麻酔専門医申請に関わる申し合わせ事項 

 

平成 21 年 10 月 8 日制定 平成 23 年 8月 30 日改定 平成 24 年 8月 28 日改定 平成 25 年 2月 10 日改定 平成 25 年 8月 28 日改定 

平成 21 年 10 月 8 日施行 平成 23 年 8月 30 日施行 平成 24 年 8月 28 日施行 平成 25 年 2月 10 日施行 平成 25 年 8月 28 日施行 

     

平成 26 年 5月 14 日改定 平成 26 年 8月 27 日改定 平成 27 年 10 月 30 日改定 平成 28 年 5月 1日改定 平成 28 年 8月 22 日改定 

平成 26 年 5月 14 日施行 平成 26 年 8月 27 日施行 平成 27 年 10 月 30 日施行 平成 28 年 5月 1日施行 平成 28 年 8月 22 日施行 

     

平成 29 年 1月 21 日改定 平成 29 年 5月 7日改定 平成 30 年 5月 6日改定 平成 30 年 8月 19 日改定 平成 31 年 1月 14 日改定 

平成 29 年 1月 21 日施行 平成 29 年 5月 7日施行 平成 30 年 5月 6日施行 平成 30 年 8月 19 日施行 平成 31 年 1月 14 日施行 

     

令和元年 7月 11 日改定 令和元年 8月 18 日改定 令和元年 10 月 25 日改定 令和 2年 10 月 9日改定 令和 2年 12 月 2日改定 

令和元年 7月 11 日施行 令和元年 8月 18 日施行 令和元年 10 月 25 日施行 令和 2年 10 月 9日施行 令和 2年 12 月 2日施行 

     

令和 4年 5月 12 日改定 令和 4年 8月 18 日改定 令和 5年 1月 26 日改定 令和 5年 8月 18 日改定 令和 5年 10 月 6日改定 

令和 4年 5月 12 日施行 令和 4年 8月 18 日施行 令和 5年 1月 26 日施行 令和 5年 8月 18 日施行 令和 5年 10 月 6日施行 

     

令和 6年 1月 8日改定 令和 7年 5月 11 日改定 令和 7年 10 月 10 日改定 令和 8年 1月 12 日改定 令和 8年 5月 24 日改定 

令和 6年 1月 8日施行 令和 7年 5月 11 日施行 令和 7年 10 月 10 日施行 令和 8年 1月 12 日施行 令和 8年 5月 24 日施行 

     

令和 8年 8月 11 日改定     

令和 8年 8月 11 日施行     

 

歯科麻酔専門医申請について 

  歯科麻酔専門医申請書類一式 

１．歯科麻酔専門医申請について 

１-１）麻酔研修証明書および研修内容証明書ならびに研修派遣証明書 

申請の時点で、継続して５年以上本学会正会員で、かつ歯科麻酔科分野の業務に５年以上研

修している必要がある。ここでいう研修とは歯科麻酔科研修を週３日以上行っていることを

指す。また、５年間の歯科麻酔科分野への研修期間を終えて、歯科麻酔科研修していない期

間が３年未満であれば、歯科麻酔専門医への申請資格を有する。 

なお、歯科麻酔学指導施設における歯科麻酔学指導医による指示、許可を得ての常勤の医科

麻酔科研修は、通算２年までを、５年間の研修の一部として認める。但し、令和９年３月３

１日までに行われた医科麻酔科研修については、最長２年６か月までが認められる。 

１-２）麻酔研修証明書は、歯科麻酔学指導施設における指導者（歯科麻酔指導医）が「申請者が

歯科麻酔科研修を行っていることを証明する」もので、必須である。 

１-３）研修派遣証明書は、歯科麻酔学指導施設における歯科麻酔指導医の指導の下、研修の一環

として、当該の歯科麻酔学指導施設以外の施設で歯科麻酔科研修を行っている場合に使用す

るもので、当該の歯科麻酔指導医に証明を受ける必要がある。 

１-４）研修期間中に所属先を変更した場合は、施設ごとの書類が必要となる。 



１-５）研修内容証明書は、歯科麻酔学指導施設以外の施設における研修内容を担保するためのも

ので、麻酔研修証明書に加え、別途、当該施設の長に証明を受ける必要がある。但し、当該

施設で歯科麻酔科研修を行っている場合で、その業務を研修歴に含める場合は、前述の研修

派遣証明書の提出が必要となる。 

したがって、歯科麻酔学指導施設のみで歯科麻酔科研修を行った場合は提出がなくてよい。 

１-６）これら証明書で証明されない期間の症例、また歯科麻酔指導医の指導、指示とは無関係に

行った症例の歯科麻酔専門医申請への提出は認められない。 

但し、研修歴を５年以上有するものが、５年経過後に歯科麻酔指導医の指導、指示と無関係

に歯科麻酔科研修を行っている場合は、その症例は有効となる。 

１-７）各種証明書は、申請を希望する試験の実施年度に発行されたものが有効となる。 

１-８）医科麻酔科研修の研修内容証明書には、当該施設での研修が、医科診療科が担当した手術

の麻酔、もしくは歯科・口腔外科が担当した手術の麻酔に限ったものなど、指導者が研修内

容について記載する必要がある。 

１-９）業績目録について 

学術集会への参加業績は２０単位以上、学会発表または論文発表業績は３０単位以上である

必要がある。 

学術集会への参加業績２０単位の内、１０単位は本学会の学術集会への参加単位を含んでい

る必要がある。学会発表・論文発表業績３０単位の内、１０単位は筆頭者として、本学会の

学術集会での学会発表または日本歯科麻酔学会雑誌、Anesthesia Progress、または Journal 

of Dental Anesthesia and Pain Medicine での論文発表である必要がある。 

１-10）学会出席 

  ① 出席を証明できるものをあわせて提出する。 

  ② 症例とは異なり過去５年の縛りはなく、入会後の出席であれば業績として認められる。 

１-11）学会発表 

① 入会以降において発表した歯科麻酔学に関連するものを記入する。 

② 日本歯科麻酔学会学術集会以外の発表については抄録のコピーをあわせて提出する。 

③ 症例とは異なり過去５年の縛りはなく、入会後の発表であれば業績として認められる 

１-12）論文 

入会以降に日本歯科麻酔学会雑誌、Anesthesia Progress、もしくは Journal of Dental 

Anesthesia and Pain Medicine、またはこれに準ずる雑誌に発表したもの（共著可）のみを、

下記の要点に沿って記入する。 

① 論文は書類審査の時点で既に発行されている雑誌に掲載されたものに限る。 

但し、日本歯科麻酔学会雑誌・Anesthesia Progress、または Journal of Dental Anesthesia 

and Pain Medicine については、アクセプトされ、掲載予定（in press）の論文につい

ても業績として認める。但し、in press の場合は、必ず掲載を証明する書類（掲載証明

書もしくは、それと同等の文書）および当該論文データを印刷したものを添付する。ま

た、投稿中の論文は認められない。 

② 解説・記事等は認められない。 

③ 日本歯科麻酔学会雑誌、Anesthesia Progress、および Journal of Dental Anesthesia and 

Pain Medicine 以外の雑誌の論文業績については別刷等（コピー可）を提出する。 



④ 大学で発行している学術雑誌についてはレフェリー制度を要するものについてのみ１

編が認められる。 

⑤ 症例とは異なり過去５年の縛りはなく、入会後の論文であれば認められる。 

⑥ Anesthesia Progress は、機関誌化した 2015 年 1 号(62 巻 1 号)に掲載されたものから業

績として有効となる。 

⑦Journal of Dental Anesthesia and Pain Medicine は、機関誌化した２０２５年８月３日

以降に掲載予定（in press）になったものから業績として有効となる。 

１-13）一般社団法人日本歯科専門医機構が定める共通研修単位 

一般社団法人日本歯科専門医機構の定める共通研修の単位を取得する必要がある。取得単位

については付則第 2条に記載の単位を満たさなければならない。 

１-14）学会における活動、地域歯科医療における活動 

麻酔業務および全身管理への関与状況を中心に記入すること。地域歯科医療における活動

については必ずしも記入する必要はない。なお、学会とは、本学会学術集会（リフレッシ

ャーコース含む）および関連学会を指す。 

１-15）全身麻酔・全身管理症例一覧表、疼痛治療症例一覧表 

 ① 研修期間の５年間に、歯科麻酔科研修として担当あるいは指導した全身麻酔症例または

全身管理（精神鎮静法、有病者歯科治療時の管理、救急処置および心肺蘇生法等）およ

び疼痛治療症例のうち総計５００例を記載する。なお、備考欄にはその方法を実施した

適応等について記載すること。 

但し、提出症例５００例すべてを、疼痛治療症例で提出することは認められない。 

また、２０２６年７月１日以降に、研修施設以外の麻酔科認定施設で、連携施設の一覧

表にない施設で研修した症例は、歯科麻酔専門医申請症例としては認められない。 

 ② 提出症例数は１年間ごとに均一である必要はないが、一定期間に極端に偏ってはいけな

い。提出症例の認否については専門医審査委員会にて審議される。 

 ③ 歯科専門医制度細則第１１条に定める「特定の理由」によって、継続した過去５年間で

５００症例が提出できない場合であっても、専門医審査委員会で認められれば、資格審

査を受けられる。但し、その理由については歯科麻酔指導医による証明書が別途、提出

される必要があり、また５年以上の本学会正会員歴、通算５年以上の歯科麻酔科研修歴、

さらに通算５００例以上の提出症例を有していなければならない。 

 ④ 全身麻酔を含む全身管理症例は、すべて専門医審査委員会の要請に応じて管理記録が提出

され得るものであり、また疼痛治療症例にあっては症例供覧し得る記録を有するものとす

る。 

 ⑤ 認定医申請時に提出した症例を提出することは可能であるが、研修している期間以外の症

例は認められない。 

 ⑥ 歯科麻酔学指導施設における卒後臨床研修の症例は、専門医申請時の提出症例としては認

められる。但し、卒後臨床研修１年目は歯科麻酔科研修期間には含まれない。 

 ⑦ 申請者を含め指導者が複数いる症例は、申請者が主たる指導者として関与したのであれば、

専門医申請の症例として認められる。 

 ⑧ 同一患者に複数回の全身麻酔・全身管理を行った場合は、それぞれをひとつの症例として

提出することができる。 



 ⑨ 実施施設名は、「施設名」に○○大学○○学部病院歯科麻酔科／麻酔科、○○病院歯科麻

酔科／麻酔科と記入し、「手術担当診療科名」に歯科口腔外科、障害者歯科（医科麻酔科

研修の症例を提出する場合は、医科の診療科名）を記入する。 

 ⑩ 備考欄は、合併症、緊急手術、低血圧麻酔など、必要に応じて特記事項を記入する。 

特に特記事項の無い症例については、「特記事項無し」と記入し、空欄が生じないように

する。 

 ⑪ 症例番号は、症例期日にしたがって通し番号とし、年月日は、麻酔もしくはペインクリニ

ック施行年月日とする。 

１-16）専門医研修カリキュラムの評価シートおよび実技試験合格証明書の提出について 

 ① 歯科麻酔専門医基本研修修了評価シートおよび歯科麻酔専門医研修修了実技評価シート 

   「基本研修」、「全身麻酔」、「静脈麻酔および精神鎮静法」、「全身管理」ならびに「救

急蘇生」の５項目について歯科麻酔専門医基本研修修了評価シートおよび歯科麻酔専門医

研修修了実技評価シートを用いて、歯科麻酔指導医による評価を受ける必要がある。 

なお、研修内容証明書で証明された歯科麻酔学指導施設以外の施設での業務についても含

めた評価が必要となる。 

 ② 実技・シミュレータによる試験合格証明書 

   ①の歯科麻酔専門医研修修了実技評価シートをもとに「全身麻酔」、「静脈麻酔および精

神鎮静法」、「全身管理」ならびに「救急蘇生」の４項目について歯科麻酔指導医による

合格証明を受ける必要がある。 

   なお、①と同様に研修内容証明書で証明された歯科麻酔学指導施設以外の施設での業務に

ついても含めた評価が必要となる。 

１-17）症例報告書および麻酔記録の提出について 

 ① 専門医申請時の５００症例の中から周術期管理が困難であった症例（５症例）について、

別紙１-１に示す書式でＡ４の用紙１枚にまとめ、麻酔チャートと共に提出する。但し、医

科麻酔症例は不可とする。 

 ② 疼痛治療症例を申請時の症例に加える場合は、その症例について、別紙１-２のような文書

を添えること。なお、その文書に「症例のタイトル」と「考察」を付け加えることにより、

①の症例報告書に代えることが可能である。 

１-18）AHA-ACLS プロバイダーコースもしくは AHA-HeartCode® ACLS コース eCard（コース修了証）

（複写） 

申請する年の５年前の１１月１日から申請する年の１０月３１日までに受講しているものが

有効となる。AHA 認定 ACLS コースの eCard（コース修了証）をＡ４サイズの用紙にコピーし

提出する。 

１-19）麻酔記録の提出 

症例一覧表に記載した症例については、すべての症例の麻酔記録の電子データ（PDF）を提出

すること。 

また、「歯科医師の医科麻酔科研修のガイドライン」により、麻酔の責任担当者は、研修指導

者であり、麻酔記録上の筆頭者となることが定められているため、研修先施設の都合上、研

修歯科医師が筆頭者となるような場合は、研修指導者による理由書もあわせて提出すること。 

 



２．歯科麻酔専門医の更新について 

２-１）業務内容証明書 

歯科麻酔学指導施設以外の施設で歯科麻酔科分野に従事している場合に提出し、施設が複

数にわたる場合、施設ごとの証明書を要す。 

但し、歯科麻酔学指導施設での勤務が週に３日未満の場合で、当該施設の症例を更新時に

提出する場合も、業務内容証明書を使用するものとする。 

２-２）全身麻酔・全身管理症例一覧表疼痛治療症例一覧表について 

① 臨床実績として、最小２５０例、最大５００例が単位として認められる。 

② 申請時から遡って最近５年間に担当あるいは指導した全身麻酔症例または全身管理（精

神鎮静法、有病者歯科治療時の管理、救急処置および心肺蘇生法等）および疼痛治療症

例を記載する。 

③ 提出症例は、５年間の合計でよい。提出症例数は１年間ごとに均一である必要はないが、

一定期間に極端に偏ってはならない。提出症例の認否については専門医審査委員会にて

審議される。 

④ 医科症例は、更新時には提出症例としては認められない。 

２-３）更新時の業績について 

  ① 歯科麻酔専門医制度施行細則第１０条に関わる研修単位６１単位のうち、別表に定める

ところにより算出した区分ごとに下記の単位を取得する必要がある。 

     ・参加実績と学術業績をあわせて 最小３０単位 

・日本歯科麻酔学会学術集会参加単位２０単位以上 

・臨床実績 最小５単位、最大１０単位 

・麻酔科領域講習 最小１６単位 

  ② 一般社団法人日本歯科専門医機構別表に定める共通研修の単位が、別表に定めるところ

により算出した単位数で付則に記載の単位を満たさなければならない。 

③ 口頭あるいはポスターにおける共同発表、また論文（短報可）における共著は認められ

る。 

④ 更新申請時に、学術集会発表では抄録の、論文発表では冒頭ページのコピーをあわせて

添付する。 

⑤ Anesthesia Progress は、機関誌化した２０１５年１号(６２巻１号)に掲載されたもの

から業績として有効となる。 

⑥ Journal of Dental Anesthesia and Pain Medicine は、機関誌化した２０２５年８月３

日以降に掲載予定（in press）になったものから業績として有効となる。 

⑦ 本学会別表に定める単位と一般社団法人日本歯科専門医機構別表に定める単位について

は重複も認められる。 

２-４）AHA- ACLS プロバイダーコースもしくは AHA-HeartCode® ACLS コース eCard（コース修了証）

（複写） 

AHA 認定 ACLS コースの eCard（コース修了証）をＡ４サイズの用紙にコピーし提出する。 

 


